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第１期 （平成 12 年度～平成 14 年度） 

・ 介護保険サービス（利用者１割負担）の開始 

・ ホームヘルプ、デイサービス、ショートステイの利用増加＋多様なサービスの実施 

第３期 （平成 18 年度～平成 20 年度） 

・ 介護予防システムの構築(要支援１・２区分、予防給付、地域支援事業の創設) 

・ 高齢者の尊厳を考えたケアの確立 

・ 地域密着型サービスの創設 

・ 「量」から「質」、「施設」から「在宅」へ 市町村主体の地域福祉力による地域ケアの視点を重視 

・ 要支援予備群の要支援（介護）化ならびに要支援者の要介護化を予防する様々な施策のもと、

その効果を考慮して適正な保険料を算出 

第５期 （平成 24 年度～平成 26 年度） 

・ 医療、介護、予防、生活支援、住まいが連携した包括的な支援（地域包括ケア）を推進 

・ 24時間対応の定期巡回・随時対応型サービスや複合型サービスを創設 

・ 保険者の判断による予防給付と生活支援サービスの総合的な実施 

（介護予防・日常生活支援総合事業） 

・ 介護療養病床の廃止期限を猶予（平成30年３月末までに延期） 

第４期 （平成 21 年度～平成 23 年度） 

・ 特定高齢者対策や介護予防、健康づくりの推進 

・ 介護給付の適正化（要介護認定やケアマネジメント等の適正化） 

・ 介護サービス事業者に対する制度内容の周知、助言及び指導、監督等の適切な実施 

・ 介護サービス従事者の処遇改善への対応(介護報酬のプラス改定) 

・ 地域包括支援センターを核とした地域福祉との連携 

・ 介護療養病床廃止に向けた取り組み(平成23年度末までに廃止) 

 

第６期 （平成 27 年度～平成 29 年度） 

・ 介護保険事業計画を「地域包括ケア計画」と位置付け、平成37年度を目標に地域包括ケア

システムの構築を推進 

・ 要支援者のサービスを「新しい総合事業」に移行し、地域支援事業を改変 

・ 市町村に認知症初期集中支援チームを設置し、認知症高齢者への相談支援を強化 

・ 負担の公平化を進めるため、高所得者の自己負担２割を実施 など 

当日配布資料 

１ 介護保険制度の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期 （平成 15 年度～平成 17 年度） 

・ 施設入所の適正化を図る 

・ 要支援、要介護１の軽度者が増加 

・ 在宅介護力の強化を図る（ケアマネジャー等の質の向上など） 

国の介護保険事業計画に係る指針等

について 
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第７期 （平成 30 年度～令和２年度） 

・ 予防に力を置く「自立支援介護」の強化に向けた財政制度の創設 

・ 介護医療院の創設 

・ 自己負担の引き上げ（３割負担の導入） 

・ 消費増税で区分支給限度基準額を引き上げ 

・ 低所得者の保険料軽減拡充 

・ 予防に向けた「通いの場」の拡充 

・ 高額介護サービス費、補足給付の見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第８期介護保険事業計画基本指針素案について 

 

厚生労働省は２月 21 日の社会保障審議会介護保険部会において、第８期介護保険事業計

画の基本指針（素案）を提示しました。基本指針は市町村が介護保険事業計画を策定する

際のガイドラインとなるもので、計画策定にあたって大変重要なものです。 

指針の内容が了承されるのは次回部会の予定ですが、第８期計画において記載を充実す

る事項として下記の６点が予定されています。 

 

１．2025 年・2040 年を見据えたサービス基盤・人的基盤の整理 

2025 年はいわゆる「団塊の世代」が後期高齢者となり、また 2040 年はいわゆる「団塊

ジュニア世代」が 65 歳以上となります。 

このため、この２つの時点を見据え市町村の今後の介護需要の大まかな傾向を把握し

た上で、過不足のないサービス基盤とサービスを十分に提供できる人的基盤を整えてい

く必要があります。 

 

２．地域共生社会の実現 

介護・高齢者福祉だけではなく、障がいのある方や子ども、生活困窮者といった、地域

に住んでいる全ての人々がともに支え合い、力を発揮できる「地域共生社会」の実現に向

けた支援体制の整備や取組が求められます。 
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３．介護予防・健康づくり施策の充実・推進 

介護保険制度を通じて可能な限り住み慣れた地域において自立した日常生活を営むこ

とができることを目指しています。高齢者をはじめ意欲のある方々が社会で役割を持っ

て活躍できるよう、多様な就労・社会参加ができる環境整備を進めることが必要です。 

そのためには、介護予防や健康づくりの取組を充実・推進し、要介護度の重症化を防ぎ

つつ、元気な高齢者の健康を保つことが必要になります。 

 

４．有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅に係る都道府県・・市町村間の情報

連携の強化 

近年、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅が充実してきており、また、「自

宅」と「介護施設」の中間に位置する住宅※も増えており、高齢者が住み慣れた地域にお

いて暮らし続けるための取組が進められています。 

こうした状況を踏まえて、施設関連のサービスの質の確保等を図るため、都道府県と

市町村の更なる情報連携の強化の必要性が増しています。 

※ バリアフリー設計で生活支援サービス等を行い、高齢者の住まいに対する多様なニ

ーズに対応した賃貸住宅などの事例があります。 

 

５．認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 

国は「認知症施策推進大綱」を踏まえ、認知症の発症を遅らせるとともに、たとえ認知

症になったとしても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族

の視点を重視しながら「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進しています。 

介護保険事業計画における認知症対策では、「認知症施策推進大綱」を踏まえつつ、更

に教育等他の分野とも連携して取組を進めることが重要となります。 

 

６．地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

地域包括ケアシステムの構築・深化・推進には、それを担う介護人材の確保が重要で

す。しかし、介護人材不足が深刻化していることが現状であり、また 2025 年以降は現役

世代（介護の担い手）の減少が顕著となることも予想されています。そのため、介護人材

の確保が大きな課題となります。 

介護人材の確保のための取組に加え、ソフト面・ハード面で業務の削減・効率化を図る

ための取組が必要となります。 


